
Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ②  令和５年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和５年度における改定内容

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構（法人番号8010405006889）の役職員の報酬・給与等について

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当法人における役員俸給月額については、一般職の職員の給与に関する法律の指定職
の俸給に準じて設定した上限額の範囲内において、理事長が定めることになっている。

また、賞与についても、職務実績に応じ、増額又は減額することができることになっている。
当法人の長の報酬については、その職責を踏まえ、国の指定職俸給表（７号俸）の範囲内

としつつ、その者の経験等を考慮して決定している。

賞与については、独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構
役員報酬規程（平成19年規程第６号）に基づき、理事長は、その者の職務実績に応じ、これを
増額し、又は減額することができることとしている。

役員（非常勤監事を除く。）の報酬は、俸給、特別調整手当、通勤手当及
び賞与で構成されている。月額については、独立行政法人郵便貯金簡易
生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構役員報酬規程（平成19年規程
第６号）に則り、俸給月額に特別調整手当の月額（俸給月額に100分の14を
乗じて得た額）を加算して算出している。

賞与の額については、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した役
員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において当該役員の受けるべ
き俸給及び特別調整手当の月額並びに俸給の月額に100分の25を乗じて
得た額並びに俸給及び特別調整手当の月額に100分の20を乗じて得た額
の合計額を基礎として、「一般職の職員の給与に関する法律」（昭和25年法
律第95号）第19条の４及び第19条の７の規定に準じて算定した額を支給す
る。

令和５年度は、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する
法律」（令和５年法律第73号）により、俸給月額（令和５年４月１日に遡り、各
上限額を2,000円～3,000円引き上げ）及び年末賞与（0.1ヶ月分の引き上
げ）の改定等を実施している。

（俸給月額）
・理事長 1,110,000円以内で理事長が別に定める額
・理 事 820,000円以内で理事長が別に定める額
・監 事 763,000円以内で理事長が別に定める額

非常勤監事の報酬は、非常勤役員手当のみであり、勤務１日につき、
34,300円以内で理事長が別に定める額としている。



２　役員の報酬等の支給状況
令和５年度年間報酬等の総額

支給総額 報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,873 13,320 6,286
1,865

402
(特別調整手当)

(通勤手当)

千円 千円 千円 千円

15,115 9,156 4,444
1,282

233
(特別調整手当)

(通勤手当) ◇

千円 千円 千円 千円

7,419 4,578 2,160
641
40

(特別調整手当)
(通勤手当) 10月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

7,465 4,578 2,160
641
86

(特別調整手当)
(通勤手当) 9月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

13,734 8,496 3,895
1,189

154 （　　　　）
※

千円 千円 千円 千円

2,024 2,024
（　　　　）

注１：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：「特別調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているもの。

その他（内容）

法人の長

前職役名

A監事

就任・退任の状況

A理事

Ｂ監事
（非常勤）

B理事

C理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

当法人の使命は、郵政民営化に伴い日本郵政公社から承継された郵便貯

金及び簡易生命保険の契約を適切かつ確実に管理し、これらに係る債務を

確実に履行することにより、郵政民営化に資するとともに、郵便局ネットワーク

の維持の支援のための交付金を交付することにより、郵政事業に係る基本的

な役務の提供の確保を図り、もって利用者の利便の確保及び国民生活の安

定に寄与することにある。
そうした組織にあって、当法人の長には、そのミッションとして、当法人の基

本的な運営方針を立案し、総務大臣の定める中期目標及びその達成のため
の中期計画に基づき、法人全体の運営管理業務を総理することが求められ
る。

そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と類似する他機

関と同程度の待遇をする必要があるが、これら他機関の長の平均報酬（22.4

百万円）と比較し、検証した結果、当法人の長の報酬水準は妥当であると考

えている。
また、当法人の長の報酬水準は、その職責を踏まえ、国の指定職俸給表

（７号俸）の範囲内としつつ、その者の経験等を考慮して決定していることから、
政府の方針にも合致しており、妥当であると考えている。

当法人の理事は、理事長を補佐し、当法人の業務を掌理することが求めら
れている。

上記のような人材を登用するためには、当法人と類似する他機関と同程度

の待遇をする必要があるが、これら他機関の理事等の平均報酬（16.7百万

円）と比較し、検証した結果、当法人の理事の報酬水準は妥当であると考え

ている。
また、当法人の理事の報酬については、その職責を踏まえ、国の指定職俸

給表（３号俸）の範囲内としつつ、その者の経験等を考慮して決定しているこ
とから、当法人の理事の報酬水準は政府の方針に合致しており、妥当である
と考えている。

当法人の監事は、そのミッションとして、独立行政法人通則法等の関係
法令に基づき、法人の業務全般の監査を行い、その結果を踏まえ、必要
があると認められるときは、理事長又は総務大臣に意見を提出することが
求められる。

上記のような人材を登用するためには、当法人と類似する他機関と同程
度の待遇をする必要があるが、これら他機関の監事等の平均報酬（15.5百
万円）と比較し、検証した結果、当法人の監事の報酬水準は妥当であると
考えている。

また、当法人の監事の報酬については、その職責を踏まえ、国の指定職
俸給表（２号俸）の範囲内としつつ、その者の経験等を考慮して決定してい
ることから、当法人の監事の報酬水準は政府の方針に合致しており、妥当
であると考えている。

当法人の監事（非常勤）は、そのミッションとして、独立行政法人通則法等
の関係法令に基づき、法人の業務全般の監査を行い、その結果を踏まえ、
必要があると認められるときは、理事長又は総務大臣に意見を提出すること
が求められる。

当法人の監事（非常勤）の報酬については、その職責を踏まえ、国の非常
勤職員の給与（34,300円）の範囲内としつつ、その者の経験等を考慮して決
定していることから、当法人の監事（非常勤）の報酬水準は政府の方針に合
致しており、妥当であると考えている。



【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（令和５年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

法人の長

理事

監事A

監事B
（非常勤）

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績
　　勘案率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

判断理由

該当者なし

法人での在職期間

該当者なし

該当者なし

該当者なし

法人の長

理事

監事A

監事B
（非常勤）

当法人の役員（非常勤監事を除く。）に係る賞与の額において、理事長は、その者の
職務実績に応じて、これを増額し、又は減額することができる。

また、退職手当の額は、在職期間１月につき、退職し、又は解任された日におけるその者
の俸給月額に100 分の10.4625の割合を乗じて得た額を基準とし、これに総務大臣が0.0 か
ら2.0 の範囲内で業務実績に対する評価に応じて決定する業績勘案率を乗じて得た額とし
ている。

役員の報酬については、国家公務員の給与に準じた水準であり、当該

法人と類似する他機関の平均報酬と比較してもその平均報酬内となって

いる。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和５年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 49.0 8,381 6,010 175 2,371
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 49.0 8,381 6,010 175 2,371

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

注2：該当のない職員区分（在外職員、任期付職員、非常勤職員及び職種）の欄は省略している。
注3：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

再任用職員

事務・技術

注1：再任用職員については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
　　  のあることから、「区分」欄を除き記載していない。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

事務・技術

うち所定内区分

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

総額
人員

令和５年度の年間給与額（平均）

常勤職員

うち賞与平均年齢

中期計画において、当法人の職員の給与水準については、国家公務員の給与水準も
十分考慮し、手当を含めた職員給与等の在り方について厳しく検証した上で、目標水
準・目標期間を設定して、その適正化に計画的に取り組むこととしている。

令和５年度の年度計画においては、年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指数を100
以下に維持することを目標として設定した。

職員の発揮した能率又は職員の勤務成績については、理事長が人事評価を実施し、評
定に基づき、勤務成績の優良な職員に対しては、昇給の加算及び賞与の支給額の基礎と
なる成績率の加算をすることにより、給与へ反映する。

俸給については、勤務成績が「優良」又は「特に優良」である職員に対して昇給の加算を
行う。

また、賞与のうち勤勉手当（査定分）については、勤務成績が「優良」又は「特に優良」で
ある職員に対しては、成績率につき、100分の20又は100分の30を加算する。

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構職員給与規
程（平成19年規程第７号） に則り、職員の給与は、基本給及び諸手当（扶養手当、通勤手
当、住居手当、調整手当、管理職手当、超過勤務手当、祝日給、夜勤手当、単身赴任手
当、管理職員特別勤務手当及び賞与）としている。

令和５年度は、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律」（令和５
年法律第73号）による給与改定を踏まえ、基本給表（令和５年４月１日に遡り、基本給月額
平均1.1％の引き上げ）及び年末賞与（0.1ヶ月分の引き上げ）の改定等を実施している。

また、賞与について、職員の評価時期を年２回として、夏期・年末それぞれの手当に反
映することとしている。



②

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

2 － －

5 50.3 9,083

9 48.6 7,860

5 50.1 7,534

1 － －

注：本部部長及び本部係員については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定される
　　おそれのあることから、「人員」欄以外は記載していない。

　　・本部係長 8,488　～　7,032

　　・本部主任 8,564  ～  6,540

　　・本部係員 －

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員)

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注2：該当者が４人以下の年齢層については、四分位を示す点は表示していない。
注3：該当者が２人以下の年齢層については、平均給与額を示す点は表示していない。

分布状況を示すグルー
プ

人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

　代表的職位

　　・本部部長 －

　　・本部課長 10,349　～　7,766



④

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

43.4 43.6 43.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 56.6 56.4 56.5

％ ％ ％

         最高～最低
　　58.3
～54.5

　　58.0
～53.6

　　58.2
～54.4

％ ％ ％

53.6 52.3 52.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.4 47.7 47.1

％ ％ ％

         最高～最低
　　50.0
～43.9

　　50.0
～44.5

　　50.0
～44.4

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和５年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

講ずる措置

　当法人の給与水準は、年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指数が、
90.6となっている。
　引き続き年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指数を100以下とすること
を目標に、国家公務員の給与改定が行われる場合にはこれに時期及び水
準を合わせて給与改定を行うこと等により、適正な給与水準の維持に努め
ていくこととする。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　当法人の給与水準は、対国家公務員（行政職（一））指数が106.8となって
いる。これは、在勤地域が東京都特別区（港区）1箇所のみである当法人と
地域手当未支給地を含む全国の平均で算出された国家公務員とで比較さ
れた指数となっているためである。
　当法人と同じ地域（東京都特別区）に勤務する国家公務員に限定して比
較した指数である「年齢・地域勘案指数」及び「年齢・地域・学歴勘案指数」
は、それぞれ93.3及び90.6となっている。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　０％】
【累積欠損額　０円（令和４年度決算）】
【管理職の割合　29.5％（常勤職員数44名中13名）】
【大学卒以上の割合　88.6％（常勤職員数44名中39名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　0.014％】
（支出総額　3,102,178,340千円、
　給与・報酬等支給総額　436,574千円：支出総額は令和４年度決算）

【検証結果】
（法人の検証結果）
　当法人は、郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務の一部を株式
会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険に委託しており、委託業務
の適正な遂行を確保するために、これらの委託先等との間で調整、協議、
折衝、指導等を行っている。また、郵便局ネットワークの維持の支援のため
の交付金の交付及び拠出金の徴収業務の準備にあたっては、日本郵便株
式会社並びに株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険との間
で調整、協議、折衝等を行っている。これらの調整等は多岐にわたる上、一
定の権限等を有する職員が対応する必要があること等から、各部、各課等
に管理職を配置しているものである。また、そのような対応ができる人材を確
保してきた結果として、大学卒以上の高学歴者の割合が88.6％となってい
るものである。人件費については、年度計画において、国家公務員の給与
水準も十分考慮しつつ、適正な水準（対国家公務員指数（年齢・地域・学歴
勘案）100 以下）を維持するため手当を含めた役職員給与等の適切性を厳
しく検証し、必要に応じて適正化を図ることとしているが、対国家公務員指
数（年齢・地域・学歴勘案）は100以下の水準を維持している。
　これらのことから、当法人の給与水準は、適正なものであると考えている。

（主務大臣の検証結果）
年齢勘案、年齢・学歴勘案の対国家公務員指数が100を超過しているが、
年齢・地域勘案及び年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指数は１00以下
である。所在地が東京であることを考慮すると適正な水準と言える。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　106.8

・年齢・地域勘案　　　　　　　　　93.3

・年齢・学歴勘案　　　　　　　   103.5

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　90.6



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

（扶養親族がいない場合）
○22歳（大卒初任給）

月額 229,480円 年間給与 3,433,020円
○35歳（主任）

月額 352,490円 年間給与 5,895,392円
○50歳（課長）

月額 500,000円 年間給与 8,410,515円

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,000円、子１人につき6,000円）

業績給については、下記の仕組みを導入している。

○ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績については、理事長が人事評価を
実施し、評定に基づき、勤務成績の優良な職員に対しては、昇給の加算及び
賞与の支給額の基礎となる成績率の加算をすることにより、給与へ反映する。

○ 俸給については、勤務成績が「優良」又は「特に優良」である職員に対して昇給の
加算を行う。

○ 賞与のうち勤勉手当（査定分）については、勤務成績が「優良」又は「特に優良」
である職員に対しては、成績率につき、100分の20又は100分の30を加算する。



Ⅲ　総人件費について

令和４年度 令和５年度

千円 千円

399,839 419,205
(A)

千円 千円

7,644 0
(Ｂ)

千円 千円

22,839 20,202
(Ｃ)

千円 千円

67,516 71,527
(D)

千円 千円

497,838 510,934
(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

　　特になし

非常勤役職員等給与

福利厚生費

最広義人件費

注：給与、報酬等支給総額が、財務諸表の附属明細書「役員及び職員の給与明細」の
　　 数字と一致しないが、財務諸表については、賞与の基準期間の途中に人事異動
      （出向又は出向復帰）があったため、期間に応じて出向元が負担する負担金と
     当法人で支払った額の相殺等をしているためである。

区　　分

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額

○ 「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」等についての増減要因
・「給与、報酬等支給総額」

令和５年度は、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律」（令和
５年法律第73号）による給与改定を踏まえ、役員の俸給月額（令和５年４月１日に遡り、

各上限額を2,000円～3,000円引き上げ）、職員の基本給表（令和５年４月１日に遡り、基
本給月額平均1.1％の引き上げ）及び年末賞与（役員・職員ともに0.1ヶ月分の引き上げ）
の改定等を実施したほか、在職期間割合に基づく理事長の夏期賞与の増額等の要因
により4.8％増加した。
・「退職手当支給額」

退職手当の支給はなかった。
・「非常勤役職員等給与」

派遣職員を１名減員したことから、非常勤役職員等給与は11.5％減少した。
・「福利厚生費」

雇用保険料率の引き上げ及び給与、報酬等支給総額の増加による共済組合事業主
負担額等の増加に伴い、福利厚生費は5.9％増加した。

・「最広義人件費」
上記の理由等により、最広義人件費は2.6％増加した。


